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茨城県農村総合整備事業費等補助金交付要項の一部改正について（通知） 

 

 

 

このことについて，別添のとおり一部改正したので通知します。 

なお，適用日については，平成 27 年４月１日からとし，関係市町村には別途

農林事務所長から通知します。 
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担当 古澤 

029-301-4259 



茨城県農村総合整備事業費等補助金交付要項の主な改正点 

 

○国の要綱改正に伴う変更 

 ・国の要綱名の変更（旧：地域自主戦略交付金→新：農山漁村地域整備交付金） 

・集落地域整備事業はむらづくり総合整備事業へ統合。 

・ふるさと水と土ふれあい事業は棚田地域等保全整備事業へ統合。 

 

○農業集落排水事業は別途単独の要項に移行。 

 



茨城県農村総合整備事業費等補助金交付要項 

 

平成  8 年 4 月  1 日付農建第 258 号 

改正 平成 14 年 4 月 19 日付農環第 301 号 

改正 平成 15 年 4 月  7 日付農環第 304 号 

改正 平成 16 年 4 月  1 日付農環第 287 号 

改正 平成 17 年 4 月  1 日付農環第 313 号 

改正 平成 17 年 5 月 27 日付農環第 594 号 

改正 平成 18 年 4 月  3 日付農環第 219 号 

改正 平成 21 年 4 月  1 日付農環第 27 号 

改正 平成 22 年 4 月  1 日付農環第  4 号 

改正 平成 23 年 4 月 18 日付農環第 61 号 

改正 平成 27 年 3 月 27 日付農環第 583 号 

 

（趣旨） 

第１条 県は，農業・農村の総合的な整備に資するため，国が定める農山漁村地域整備交付金

実施要綱（平成 22 年４月１日付け 21 農振第 2453 号，農林水産事務次依命通達）及び農山

漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要綱（平成 19 年８月１日付け 19 企第 100 号農林水

産事務次官依命通達）に基づき実施される農村総合整備事業等（地域用水環境整備事業，中

山間地域総合整備事業，棚田地域等保全整備事業，むらづくり総合整備事業）に要する経費

に対し,予算の範囲内において，市町村，土地改良区，農業協同組合その他団体であって知

事が適当と認める者（以下「市町村等」という。）に補助金を交付するものとし，当該補助

金については茨城県補助金等交付規則（昭和 36 年茨城県規則第 67 号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか，この要項の定めるところによる。 

 

（補助対象事業，補助率及び補助対象経費） 

第２条 補助対象事業及び補助率は，別表に定めるとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は，規則第４条の規定に基づく申請を補助金交付申

請書（様式第１号）により，別に定める期日までに，所轄農林事務所長（以下「所長」とい

う。）に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は前項の申請書を提出するにあたって，当該補助金に係

る仕入に係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額

のうち，消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入に係る消費税額として控除で

きる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率

を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり，かつ，

その金額が明らかな場合には，これを減額して申請しなければならない。但し，申請時にお

いて当該補助金に係る仕入に係る消費税仕入等相当額が明らかでない場合については，この

限りでない。 

 

（交付決定の通知） 

第４条 規則第７条の規定による通知は，補助金交付決定通知書（様式第２号）により行うも

のとする。 



 

（変更の申請） 

第５条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という）は，補助金の交付の対象

となる事業（以下「補助事業」という）に要する経費の配分または事業内容の変更（規則第

６条第１項第１号に規定する軽微な変更を除く。）をしようとする場合には，変更承認申請

書（様式第３号）を所長に提出しなければならない。 

 

 

（軽微な変更の範囲） 

第６条 規則第６条第１項第１号に規定する知事の定める軽微な変更は次に掲げる変更以外

の変更とする。 

 (1) 事業主体の変更 

(2) 補助金の額の増減 

(3) 事業の内容の変更 

①純工事費の工種別事業量の 30％を超える増減 

②純工事費の工種の新設，変更又は廃止 

 

（着手届） 

第７条 補助事業者は，工事に着手したときは工事着手届（様式第４号）を速やかに所長に提

出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第８条 補助事業者は，規則第 11 条の規定に基づく状況報告について，当該年度の 4 月 1 日

から 12 月 31 日までの遂行状況をとりまとめた遂行状況報告書（様式第５号）を，１月 31

日までに所長に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は，規則第 13 条の規定に基づく実績報告について，事業の完了の日から

起算して１ヶ月を経過した日又は事業の完了の日の属する県の会計年度の３月 31 日の

いずれか早い期日までに，実績報告書（様式第６号）を所長に提出しなければならない。 

２ 第３条第２項但し書きにより交付の申請をした補助事業者は，第１項の実績報告書を提出

するにあたって，第３条第２項但し書きに該当した当該補助金に係る仕入に係る消費税等相

当額が明らかになった場合は，これを補助金から減額して報告しなければならない。 

３ 第３条第２項但し書きにより交付申請をし，第１項の実績報告書を提出した後におい 

て，消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入に係る消費税等相当額が確定

した場合には，その金額（第２項の規定により減額した補助事業者については，その金額が

減じた額を上回る部分の金額）を仕入に係る消費税等相当額報告書（様式第７号）により所

長に提出するとともに，所長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 

（額の確定等） 

第 10 条 所長は，前条の実績報告書を受理したときは，規則第 14 条に基づく報告書等の書

類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により，その報告に係る補助事業等の成果が

補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するのであるかどうかを調査

し，適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，補助事業者へ額の確定

について通知するものとする（様式第８号）。 



 

２ 所長は，必要があると認めるときは，補助事業者立会のうえ随時に調査を行うことができ

る。 

３ 所長は，必要があると認めるときは，補助事業者立会のうえ工事の施工部分を最小限度破

壊して調査することができる。 

４ 補助事業者は，前項の規定に基づく調査に要する費用及び調査の結果生じた費用を県に請

求することはできない。 

 

（補助金の概算払い） 

第 11 条 所長は，補助事業遂行上必要があると認めるときは，補助金交付決定額の 90％以内

を限度として，事業の進捗度合いを考慮した額を概算払いすることができる。 

２ 補助事業者は，概算払いを受けようとするときは，概算払いを必要とする事由を記載した

概算払申請書（様式第９号）を所長に提出しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第 12 条 規則第 20 条第２号及び第３号の規定により知事の定める財産は，それぞれ１件の 

取得価格が 50 万円以上のものとする。 

２ 補助事業者は，当該財産の耐用年数を勘案して別に定めた期間内において前項の財産を補 

助金交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，または担保に供してはならな

い。ただし，あらかじめ知事の承認を受けた場合はこの限りでない。 

 

（関係書類の保存） 

第 13 条 補助事業者は，補助事業に係わる収入支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を事業

完了年度の翌年度から５ヶ年間保存しなければならない。ただし，消費税法（昭和 63 年法

律第 108 号）第 58 条の規定による帳簿の保存は，同法施行令（昭和 63 年政令第 360 号）第

71 条に規定する期間とする。 

 

 

付 則 

 この要項は，平成 8 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 14 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 15 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 16 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 17 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 17 年度の事業から適用する。 



 

付 則 

  この要項は，平成 18 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 21 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 22 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 23 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 27 年度の事業から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

農林事務所長  殿 

 

 

                                                                市町村長  印 

 

 

年度      事業補助金交付申請書 

 

 

           年度において，下記のとおり             事業を実施したいので,

茨城県補助金交付規則第４条の規定により補助金       円の交付を申請する。 

 

 

記 

 

 

１ 事業の目的 

 

２ 収支予算書（別紙第１のとおり） 

 

３ 経費の配分及び事業計画の概要（別紙第２のとおり） 

 

４ 事業の完了予定        年  月  日 

 

５ その他参考となる書類   

  （間接補助事業の場合は，市町村の補助金交付に関する規定又は要綱等） 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第１ 

 

 

収  支  予  算  書 

 

区分 事業費 国庫補助費 都道府県費 市町村費 
土地改良区 

その他 
備考 

 

農業生産基盤整備費 

工事費 

 

 

農村生活環境基盤整備費 

 工事費 

 

計 

 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

（記載要領） 

１ 別表に区分が掲げられている場合，区分毎に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第２ 

 

経 費 の 配 分 及 び 事 業 計 画 の 概 要 

 

事業名  
地区名 

（事業主体） 
 施工年度  

区分 費目 工種 

総 量 前年度まで 本 年 度 翌年度以降 

備考 
事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 交付額 補助率 

地方公共団体等負担分 
事業量 事業費 

都道府県費 市町村費 その他 

    円  円  円 円 ％ 円 円 円  円  

計                 

注）添付書類 土地改良事業の受益地の転用に伴う補助金の返還措置について（昭和 44 年 5 月 24 日付け農地 A 第 826 号農林事務次官通達）に係る返還対象事業にあっては，

地区内における国庫補助金の振分けの基準を記載した書面（ただし，実績報告書提出時のみ添付すること。） 

 

（記載要領） 

１ 別表に区分が掲げられている場合，区分毎に記載すること。 

２ 費目欄には，区分毎に工事費の純工事費,測量及び試験費，船舶及び機械器具費，営繕費，用地費及び補償費，全体実施設計費，換地費を記載すること。 

３ 工種欄には,別表に掲げられている工種により記載すること。 

４ 事業量欄事業費欄には，該当する事業量及び事業費を記載すること。 

５ 国庫補助金以外の財源欄には，実質の負担区分に基づき記載すること。 

６ 備考欄には，当該年度の工事の着手及び完了の予定年月日並びに事業完了後の施設の予定管理者を記載するとともに，区分（事業主体）ごとに，消費税仕込控除税額につ

いて，これを減額した場合には「減額した金額」を，同税額がない場合には「該当なし」と，同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 



様式第２号（第４条関係） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

          市町村長  殿 

 

 

                                                                農林事務所長  印 

 

 

                        年度     事業補助金交付決定通知書 

 

 

年 月 日付け  第  号で申請のあった      事業補助金については，

茨城県補助金交付規則第５条の規定により，次のとおり交付することに決定したので，同規則

第７条の規定により通知する。 

 

 

                                           記 

 

 

１ 補助事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりとする。 

ただし，事業の内容が変更された場合における補助金の額については，別に通知するとろ

によるものとする。 

 

        補助事業に要する経費   一金      円也 

        補助金の額           一金            円也 

 

２ 補助事業の内容，経費の配分及びこの配分された経費に対応する補助金の額の区分は， 

請書に記載されたとおりとする。 

 

３ 補助条件 

（注）国の交付決定通知の写に掲げる補助条件を参照して適宜追加及び削除すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【補助条件の記載例】 

（１）補助事業者は，茨城県補助金交付規則，茨城県農村総合整備事業費等補助金交付要項及

びこの補助金に関する国の要綱の規定に従わなければならない。 

（２）当該補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を補助事業終了の翌年

度から起算して５ヶ年間保存しなければならない。 

（３）当該事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに，補助金交付の目的に従ってその効率的

運用を図り，知事が別に定める期間内において，これを補助金交付の目的に反して使用し，

譲渡し，交換し，貸付又は担保に供しようとするときはあらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない。なお，当該期間内に承認を受けて当該財産を処分したことにより収入があ

った場合は，その収入の一部を知事に納付させることがある。 

（４）補助事業者は，当該補助事業が完了し又は中止若しくは廃止された場合において，当  

事業により取得した工事用材料その他の物件が残存するときは，品目，数量，金額及び処

分の方法を知事に報告してその支持を受けなければならないこと。 

（５）補助事業者は，受益地の全部又は一部が当該事業につき土地改良法（昭和２４年法律  

１９５号）第１１３条の２第２項の公告があった日（その公告において工事完了の日が示

されたときは，その示された日）の属する年度の翌年度から起算して８年以内に農地でな

くなった場合には，その転用の規模が小さいこと等の理由により知事が別に定める場合を

除き，補助金のうち別表の補助金の返還額算定方法の欄に掲げる方法により算定される額

（知事がこれより少ない金額を定めたときは，その定めた額）に相当する部分を知事に返

還しなければならないこと。 

（６）補助事業者は，当該事業につき土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条  

２第２項の公告のあった日（その公告において工事完了の日が示されたときは，その示さ

れた日）の属する年度の翌年度から起算して８年以内（土地改良法に基づかないで行われ

るものである場合は，当該事業に係る補助金の交付の最終年度の翌年度から起算して８年

以内）に昭和４５年７月４日付け４５農地Ａ第１０８６号農林事務次官通達（以下「次官

通達」という。）記の２の（１）に掲げる事由に該当した場合（知事が特にやむを得なと

認めた場合を除く。）には，補助金のうち，別表の補助金返還の算定方法の欄に掲げ方法

によって算出される金額に，次官通達記の２の（１）に掲げる事由に係るものの面を乗じ

て得た金額（受益地外の開田された土地に対して用水を使用させた場合にあっては当該か

んがい施設につき交付された補助金の額を受益地の面積で除して得た金額に当該用に係

る面積を乗じて得た金額）に相当する部分を知事に返還しなければならないこと。 

（７）間接補助事業にあっては，市町村が間接補助事業者に対し間接補助金の交付の決定を  

しようとするときは，前項各号の条件及び次に掲げる条件を付さなければならない。 

   ①工事に着手したときは，工事着手届を速やかに知事に提出すること。 

②知事は必要があると認めたときは，工事の施工部分を最小限度破壊して検査することが

できる。この場合において，間接補助事業者は，検査に要する費用及び検査の結果生じた

費用を知事に請求することはできない。 

 

  （注）別表に掲げられていない地区については，前記（５），（６）は削除する。 

 

 

 

 

 



様式第３号（第５条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

      農林事務所長  殿 

 

 

                                                                     市町村長  印 

 

 

年度      事業変更承認申請書 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金交付決定通知のあった事業の実施について，別紙

理由書に記載した理由により経費の配分及び事業計画の概要を変更したいので，関係書類を添

えて申請する。 

 

 

（注）上記「関係書類」とは，この要項の別紙第１及び第２の様式に準じ，変更前と変更後を

比較対照できるように変更に係る部分についてのみ変更前を（ ）書きで上段に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第７条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

農林事務所長  殿 

 

 

                                                                    市町村長  印 

 

 

                            工 事 着 手 届 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金交付決定の通知のあった事業については，下記

より  年 月 日工事に着手しました。 

 

 

                    記 

 

 

１ 地区名及び工事名 

 

２ 事業の施工方法（直営，請負の別） 

 

３ 契約方法   （一般競争，指名競争，随意契約等の別） 

 

４ 契約書の写  （契約条項を除く） 

（注）工事を分割して請負契約する場合は契約の都度，又調査等の委託契約についても提

出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第８条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

農林事務所長  殿 

 

 

市町村長  印  

 

 

                        年度    事業遂行状況報告書 

 

 

年 月 日付け 第  号で補助金交付決定の通知があった事業の 年 月 日現在の

遂行状況について，茨城県補助金交付規則第１１条の規定により下記のとおり報告する。 

 

 

                                       記 

 

１ 事業遂行状況（別紙第３のとおり） 

 

２ 事業着手         年  月  日 

 

３ 事業完了予定       年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第３ 

事 業 等 遂 行 状 況 

 

１ 収支状況 

（１）収入の部                          （２）支出の部 

区 分 予算額 収入済額 収入未済額 備 考 

 円 円 円  

 

 

２ 事業別状況 

 

 

 

 

 

 

区 分 予算額 収入済額 収入未済額 備 考 

 円 円 円  

地区名 費 目 

実施計画 出来高 進捗率 

（B） 

（A） 

備 考 

事業費（A） 補助金 事業費（B） 補助金 

  円 円 円 円 ％  



様式第６号（第９条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

農林事務所長   殿 

 

 

                                                               市町村長    印 

 

 

年度        事業実績報告書 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金交付決定の通知のあったこのことについ

て，下記のとおり事業を実施したので茨城県補助金交付規則第 13 条の規定により報告する。 

 

 

                                          記 

 

 

１ 事業の目的 

 

２ 収支精算（別紙第４のとおり） 

 

３ 補助事業の成果（別紙第２，第５，第６及び第７のとおり） 

 

（注）１ 前年度から繰越した分にあっては繰越分として別に作成のうえ提出する。 

２ 記の３の事業の成果は，申請書と実績報告の経費の配分及び事業計画の概要が比較

対照できるよう申請書の内容を上段に（ ）書きで記入すること。 

なお，翌年度への繰越額がある場合は，中段に《 》書きで繰越分を記入し，年度

内施行分を最下段裸書きで記入すること。 

３ 補助事業の成果は，該当がないものについては添付しなくてもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第４ 

 

収 支 精 算 書 

 

区分 事業費 国庫補助費 都道府県費 市町村費 
土地改良区 

その他 
備考 

農業生産基盤整備費 

工事費 

 

 

農村生活環境基盤整備費 

 工事費 

 

 

計 

円 円 円 円 円  

 上段（）書きは予算額，下段は精算額である。 

 

（記載要領） 

１ 別表に区分が掲げられている場合，区分毎に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第５ 

 

請 負 及 び 竣 工 検 査 調 書 

地区名 区分 施工箇所 
構造又は

工法 
事業量 設計金額 請負金額 請負人氏名 

着工現月日 

竣工年月日 

竣工検査 

契約方法 備考 
検査年月日 

検査責任者 

職氏名 

             

 

（注）１ 請負契約書に基づき一契約ごとに記載すること。 

   ２ 請負契約に変更があったときは,設計金額及び請負金額の欄に当該年度の最後の設計金額及びこれに対する請負金額を下段に記載し,当初の設計金額及びこれに対す

る請負金額を（）書きで上段に記載すること。 

   ３ 随意契約の場合は,備考欄にその理由を記載すること。 

   ４ 間接補助事業にあっては,地区名の下に（）書きで事業主体名を記入すること。 

   ５ 構造又は工法欄には,コンクリートダム，コンクリート三面張水路，Ｕ字フリューム水路，アスファルト舗装道路等工種に見合う構造又は工法を記載すること。 

 



別紙第６ 

 

残 材 料 調 書 

地区名 名称 計上寸法 数量 単価 金額 
検収又は 

取得年月日 
備考 

     

円 

 

円 

  

（注）間接補助事業にあっては,地区名の下に（）書きで事業主体を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第７ 

財産管理台帳（令第 13 条第１号から３号までの財産,要綱第○○の財産） 

事業名 地区名 事業主体 名称 計上寸法 数量 単価 取得金額 
検収又は 

取得年月日 

処分制限期間 処分の状況  備考 

耐用 

年数 

処分制限 

年月日 

処分の 

種別 

処分の 

年月日 

補助金 

返還額 
 

               

 

（注）１ 表題中の○には各事業の国の補助金交付要綱で農林水産大臣が定める財産について規定している各項名を記載すること。 

   ２ 数年にわたって施工する施設については，完成した年度で記載するものとし，備考欄に施工期間を記載すること。 

   ３ 備考欄には,当該事業に係る補助率等を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号（第９条第３項） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

        農林事務所長 殿 

 

 

市町村長 印 

 

 

仕入に係る消費税等相当額報告書 

 

 

平成  年  月  日付け   第   号により交付決定通知があった平成  年度 

事業補助金については，茨城県農村総合整備事業費等補助金交付要項第９条第３の規定

に基づき，下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

  

１ 茨城県補助金等交付規則第１４条に基づく確定額         円 

（平成  年  月  日付け  第  号による額の確定通知額） 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額       円 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により 

  確定した仕入に係る消費税等相当額               円 

 

 

４ 補助金返還相当額（３－２）                                  円 

 

 

 

 

 

（注）その他参考となる資料を添付すること。 

 

 

 

 



様式第８号（第 10 条関係） 

 

番     号 

平成  年  月  日 

 

市 町 村 長 殿 

 

農林事務所長  

 

補助金の額の確定について 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で交付した，平成  年度   事業補助金

の額は，交付決定額のとおり         円と確定したから通知する。 

 

記 

 

１ 地区名等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第９号（第 11 条第２項） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

        農林事務所長 殿 

 

 

市町村長  印 

 

 

 年度     事業概算払申請書 

 

 

     年  月  日付け     号で交付決定となったこの事業について 

  下記の事由により概算払いを請求します。 

 

 

                                          記 

 

 

１．概算払いの事由  

 

 

２．請求金額                                                 （単位：円）  

地区名 
補助金交付 

決定額（A） 
既受領額（B） 今回請求額（C） 

割合 

(B+C)/A 
備考 

 

○○○ 

 

△△△ 

 

計 

    

 

 

 

 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参  考 

 

 

対象事業 

 

実 施 要 綱 対 象 事 業 

農山漁村地域整備交付金 むらづくり総合整備事業 

地域用水環境整備事業 

中山間地域総合整備事業 

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実

施要綱 

棚田地域等保全整備事業 

 

 

様  式 

 様式第１号（第３条関係）        事業補助金交付申請書 

 様式第２号（第４条関係）    事業補助金交付決定通知書 

  様式第３号（第５条関係）    事業変更承認申請書 

 様式第４号（第７条関係）        工事着手届 

 様式第５号（第８条関係）        事業遂行状況報告 

 様式第６号（第９条関係）        事業実績報告書 

 様式第７号（第９条第３項）   仕入に係る消費税等相当額報告書 

 様式第８号（第 10 条関係）    補助金の額の確定について 

 様式第９号（第 11 条第２項）    事業概算払申請書 

 

別紙様式 

別紙第１ 収支予算書 

別紙第２ 経費の配分及び事業計画の概要   

別紙第３  事業遂行状況 

別紙第４  収支精算書 

別紙第５ 請負及び竣工検査調書 

別紙第６ 残材料調書 

別紙第７  財産管理台帳 

 

 

 



　　 整備

(3)　農業集落排水施設整備

(4)　農業集落防災安全施設

２　農村生活環境
　　基盤整備

(1)　農業集落道整備 工事費

(2)　営農飲雑用水施設整備 　　　　　７０％以内

(7)　暗きょ排水

(8)  農用地の改良又は保全

(5)　農地防災

(6)　客土

備事業 (3)　ほ場整備

(4)　農用地開発

中山間地 １　農業生産
　　基盤整備

(1)　農業用用排水施設整備 工事費

域総合整 (2)　農道整備 　　　　　７５％以内

(6)　その他知事が特に必要

　　と認める施設整備

(5)　地域用水機能増進の

　　ための施設整備

　　な利用と保全を図るため

　　の施設整備

　　用水を融通するための

　　施設整備

　　施設整備

　③各水源間で相互に農業

　　ための施設整備

　②緊急水源確保のための

　以下の施設

　①農業排水を再利用する

　備

(4) 渇水時に必要となる

　消防水利又は生活水利を

　容易にするための施設整

　設整備

(3) 地震等の災害発生時に

別　表

事 業 名 区　　　分 工　　　　種 補　助　率

　④造成された施設の適切

地域用水 (1)　親水・景観保全のため 工事費

環境整備 　の施設整備 　　　　　７０％以内

事業 (2) 生態系保全のための施



事 業 名 区　　　分 工　　　　種 補　助　率

  　保全整備

(14)　集落土地基盤整備

(12)　施設環境整備

(13)　歴史的土地改良施設

(10)　集落農園整備

(11)　情報基盤施設整備

(9)　 地域農業活動拠点施

　　設整備

   整備

(8)   施設補強整備

   全施設整備

(7)　地域資源利活用施設

(5)　集落防災安全施設整備

(6)  自然環境・生態系保

(3)　農業集落排水施設整備

(4)　農業施設等用地整備

２　農村生活環境
　　基盤整備

(1)　農業集落道整備 工事費

(2)　営農飲雑用水施設整備 　　　　　６５％以内

(5)　農用地の改良又は保全

備事業 (3)　農道整備

(4)　農用地開発

(3)　生活環境施設整備 　　　　　７０％以内

むらづく １　農業生産
　　基盤整備

(1)　ほ場整備 工事費

り総合整 (2)　農業用用排水施設整備 　　　　　７０％以内

２　保全活動
　　施設整備

(1)　環境整備 工事費または

(2)　交流施設整備 間接補助事業費

備事業 (2)　土地改良施設整備 　　　　　７５％以内

棚田地域 １　農業生産
　　基盤整備

(1)　棚田等整備 工事費または

等保全整 間接補助事業費

(12) 交換分合

３ 特認事業 特認事業

(10) 市民農園等整備

(11) 生態系保全施設等整備

(8)　交流施設基盤整備

(9)　情報基盤施設整備

(6)  活性化施設整備

(7)　集落環境管理施設整備

(5)　用地整備



茨城県 農村総合整備事業等補助金交付要項 （新旧対照表） 

改     訂     後 現        行 

 

茨城県農村総合整備事業費等補助金交付要項 

 

（趣旨） 

第１条 県は，農業・農村の総合的な整備に資するため，国が定める農山漁村地域整備交付

金実施要綱（平成 22 年４月１日付け 21 農振第 2453 号，農林水産事務次依命通達）及び 

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要綱（平成 19 年８月１日付け 19 企第 100 号

農林水産事務次官依命通達）に基づき実施される農村総合整備事業等（地域用水環境整備

事業，中山間地域総合整備事業，棚田地域等保全整備事業，むらづくり総合整備事業）に

要する経費に対し,予算の範囲内において，市町村，土地改良区，農業協同組合その他団体

であって知事が適当と認める者（以下「市町村等」という。）に補助金を交付するものと

し，当該補助金については茨城県補助金等交付規則（昭和 36 年茨城県規則第 67 号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか，この要項の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

（補助対象事業，補助率及び補助対象経費） 

第 ２ 条 補助対象事業及び補助率は，別表に定めるとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は，規則第４条の規定に基づく申請を補助金交付

申請書（様式第１号）により，別に定める期日までに，所轄農林事務所長（以下「所長」

という。）に提出しなければならない。 

 

茨城県農村総合整備事業等補助金交付要項 

 

（趣旨） 

第 １ 条 県は，農業・農村の総合的な整備に資するため，国が定める地域自主戦略交付金

制度要綱（平成２３年４月１日付け政地戦第３３号内閣府事務次官通知・警察庁甲官発第

１０９号警察長官通知・総官企第１１２号総務事務次官通知・２３文科施第４号文部科学

事務次官通知・厚生労働省発健０４０１第１０号厚生労働事務次官通知・２２農振第２１

８４号農林水産事務次官通知・平成２３・０３・２４財地第１号経済産業事務次官通知・

国官会第２６１４号国土交通事務次官通知・環境政発第１１０３３０００２号環境事務次

官通知）及びこれと関連する規定に基づき実施される農村総合整備事業等（農業集落排水

事業，集落地域整備事業，地域用水環境整備事業，中山間地域総合整備事業，棚田地域等

保全整備事業，むらづくり総合整備事業）及び農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実

施要綱（平成１９年８月１日付け１９企第１００号農林水産事務次官依命通達）に基づき

実施される事業に要する経費に対し,予算の範囲内において，市町村，土地改良区，農業協

同組合その他団体であって知事が適当と認めるもの（以下「市町村等」という。）に補助

金を交付するものとし，当該補助金については茨城県補助金等交付規則（昭和３６年茨城

県規則第６７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要項の定めるところ

による。 

 

（補助対象事業，補助率及び補助対象経費） 

第 ２ 条 補助対象事業及び補助率は，別表の定めるとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第 ３ 条 補助金の交付を受けようとする者は，補助金交付申請書（様式第１号）を別に定

める期日までに，所轄農林事務所長（以下「所長」という。）に提出しなければならない。 

 



茨城県 農村総合整備事業等補助金交付要項 （新旧対照表） 
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２ 補助金の交付を受けようとする者は前項の申請書を提出するにあたって，当該補助金に

係る仕入に係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当す

る額のうち，消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入に係る消費税額として控

除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費

税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり，

かつ，その金額が明らかな場合には，これを減額して申請しなければならない。但し，申

請時において当該補助金に係る仕入に係る消費税仕入等相当額が明らかでない場合につい

ては，この限りでない。 

 

（交付決定の通知） 

第４条 規則第７条の規定による通知は，補助金交付決定通知書（様式第２号）により行う

ものとする。 

 

（変更の申請） 

第５条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という）は，補助金の交付の対

象となる事業（以下「補助事業」という）に要する経費の配分または事業内容の変更（規則

第６条第１項第１号に規定する軽微な変更を除く。）をしようとする場合には，変更承認申

請書（様式第３号）を所長に提出しなければならない。 

 

（軽微な変更の範囲） 

第６条 規則第６条第１項第１号に規定する知事の定める軽微な変更は次に掲げる変更以外

の変更とする。 

 (1) 事業主体の変更 

(2) 補助金の額の増減 

(3) 事業の内容の変更 

①純工事費の工種別事業量の 30％を超える増減 

②純工事費の工種の新設，変更又は廃止 

２ 前項の申請書を提出するにあたっては，当該補助金に係る仕入に係る消費税等相当額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち，消費税法（昭和６３年

法律第１０８号）に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額

に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には，これを減額して

申請しなければならない。 

ただし，申請時において当該補助金に係る仕入に係る消費税仕入等相当額が明らかでな

い場合については，この限りでない。 

 

（交付決定の通知） 

第 ４ 条 規則第７条の規定による通知は，補助金交付決定通知書（様式第２号）により行

うものとする。 

 

（変更の承認） 

第 ５ 条 補助金交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は，補助事業

に要する経費の配分または事業内容の変更（規則第６条第１項第１号に規定する軽微な変

更を除く。）をしようとする場合には，変更承認申請書（様式第３号）を所長に提出しな

ければならない。 

 

（軽微な変更の範囲） 

第 ６ 条 規則第６条第１項第１号に規定する知事の定める軽微な変更は別表に定めるとり

おりとする。 
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（着手届） 

第７条 補助事業者は，工事に着手したときは工事着手届（様式第４号）を速やかに所長に

提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第８条 補助事業者は，規則第 11 条の規定に基づく状況報告について，当該年度の 4月 1日

から 12 月 31 日までの遂行状況をとりまとめた遂行状況報告書（様式第５号）を，１月 31

日までに所長に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は，規則第 13 条の規定に基づく実績報告について，事業の完了の日から

起算して１ヶ月を経過した日又は事業の完了の日の属する県の会計年度の３月31日のいず

れか早い期日までに，実績報告書（様式第６号）を所長に提出しなければならない。 

２ 第３条第２項但し書きにより交付の申請をした補助事業者は，第１項の実績報告書を提

出するにあたって，第３条第２項但し書きに該当した当該補助金に係る仕入に係る消費税

等相当額が明らかになった場合は，これを補助金から減額して報告しなければならない。 

 

３ 第３条第２項但し書きにより交付申請をし，第１項の実績報告書を提出した後におい 

て，消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入に係る消費税等相当額が確

定した場合には，その金額（第２項の規定により減額した補助事業者については，その金

額が減じた額を上回る部分の金額）を仕入に係る消費税等相当額報告書（様式第７号）に

より所長に提出するとともに，所長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 

（額の確定等） 

第 10 条 所長は，前条の実績報告書を受理したときは，規則第 14 条に基づく報告書等の書

類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により，その報告に係る補助事業等の成果が補

 

（着手届） 

第 ７ 条 補助事業者は，工事に着手したときは工事着手届（様式第４号）を速やかに所長

に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第 ８ 条 補助事業者は，補助金の交付決定に係る年度の各四半期（第４・四半期は除く。）

の末日現在における当該事業の遂行状況報告書（様式第５号）を，当該四半期の最終月の

翌月１０日までに所長に提出しなければならない。 

 

（実績報告書） 

第 ９ 条 規則第１３条の規定により補助事業者が所長に提出する実績報告書は，様式第６

号によるものとする。 

 

２ 第３条第２項ただし書きにより交付の申請をした場合には，第１項の実績報告書を提出

するにあたって，第３条第２項ただし書きに該当した補助事業について当該補助金に係る

仕入に係る消費税等相当額が明らかになった場合は，これを補助金から減額して報告しな

ければ ならない。 

３ 第３条第２項ただし書きにより交付申請をし，第１項の実績報告書を提出した後におい 

て，消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入に係る消費税等相当額が確

定した場合には，その金額（第２項の規定により減額した補助事業者については，その金

額が減じた額を上回る部分の金額）を仕入に係る消費税等相当額報告書（様式第７号）に

より所長に提出するとともに，所長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 

（検査及び補助額の確定） 

第１０条 所長は，前条の実績報告書を受理したときは，速やかに竣工検査を行い，交付す

べき補助金の額を確定し，補助事業者に通知するものとする。 
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助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するのであるかどうかを調査し，

適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，補助事業者へ額の確定につい

て通知するものとする（様式第８号）。 

２ 所長は，必要があると認めるときは，補助事業者立会のうえ随時に調査を行うことがで

きる。 

３ 所長は，必要があると認めるときは，補助事業者立会のうえ工事の施工部分を最小限度

破壊して調査することができる。 

４ 補助事業者は，前項の規定に基づく調査に要する費用及び検査の結果生じた費用を県に

請求することはできない。 

 

（補助金の概算払い） 

第 11 条 所長は，補助事業遂行上必要があると認めるときは，補助金交付決定額の 90％以内

を限度として，事業の進捗度合いを考慮した額を概算払いすることができる。 

 

２ 補助事業者は，概算払いを受けようとするときは，概算払いを必要とする事由を記載し

た概算払申請書（様式第９号）を所長に提出しなければならない。 

【削除】 

 

 

 

（財産処分の制限） 

第 12 条 規則第 20 条第２号及び第３号の規定により知事の定める財産は，それぞれ１件の 

取得価格が 50 万円以上のものとする。 

２ 補助事業者は，当該財産の耐用年数を勘案して別に定めた期間内において前項の財産を

補 助金交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，または担保に供しては

ならない。ただし，あらかじめ知事の承認を受けた場合はこの限りでない。 

 

 

 

 

２ 所長は，必要があると認めるときは，補助事業者立会のうえ随時に検査を行うことがで

きる。 

３ 所長は，前２項の規定により検査を行うにあたり必要があると認めるときは，補助事業

者立会のうえ工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 補助事業者は，前３項の規定による検査に要する費用及び検査の結果生じた費用を県に

請求することはできない。 

 

（補助金の概算払い） 

第１１条 所長は，補助事業遂行上必要があると認めるときは，補助金交付決定額の９０パ

ーセント以内を限度として，事業の進ちょく度合いを考慮した額を概算払いすることがで

きる。 

２ 補助事業者は，前項の規定により概算払いを受けようとするときは，概算払いを必要と 

する事由を記載した概算払申請書（様式第８号）を所長に提出するものとする。 

３ 前項の規定により補助金の概算払いを受けた補助事業者は，第９条の規定による実績報

告書を提出する際に併せて概算払精算書（茨城県財務規則の規定による帳簿の様式（平成

５年 茨城県告示第４０４号様式第１０２号）を提出して精算しなければならない。 

 

（財産の指定） 

第１２条 規則第２０条第２号及び第３号の規定により知事の定める財産は，それぞれ１件

の取得価格が５０万円以上のものとする。 

２ 補助事業者は，当該財産の耐用年数を勘案して別に定めた期間内において前項の財産を

補助金交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，または担保に供してはな

らない。ただし，あらかじめ知事の承認を受けた場合はこの限りでない。 
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（関係書類の保存） 

第 13 条 補助事業者は，補助事業に係わる収入支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を事業

完了年度の翌年度から５ヶ年間保存しなければならない。ただし，消費税法（昭和 63 年法

律第 108 号）第 58 条の規定による帳簿の保存は，同法施行令（昭和 63 年政令第 360 号）

第 71 条に規定する期間とする。 

 

付 則 

 この要項は，平成 8年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 14 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 15 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 16 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 17 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 17 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

  この要項は，平成 18 年度の事業から適用する。 

 

（関係書類の保存） 

第１３条 補助事業者は，補助事業に係わる収入支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を事

業完了年度の翌年度から５ヶ年間保存しなければならない。ただし，消費税法（昭和６３

年法律第１０８号）第５８条の規定による帳簿の保存は，同法施行令（昭和６３年政令第

３６０号）第７１条に規定する期間とする。 

 

付 則 

 この要項は，平成 8年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 14 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 15 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 16 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 17 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

 この要項は，平成 17 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

  この要項は，平成 18 年度の事業から適用する。 
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付 則 

この要項は，平成 21 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 22 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 23 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 27 年度の事業から適用する。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

参考 

対象事業 

実 施 要 綱 対 象 事 業 

農山漁村地域整備交付金 【削除】 

【削除】 

むらづくり総合整備事業 

地域用水環境整備事業 

中山間地域総合整備事業 

 

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実

施要綱 

【削除】 

棚田地域等保全整備事業 
 

付 則 

この要項は，平成 21 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 22 年度の事業から適用する。 

 

付 則 

この要項は，平成 23 年度の事業から適用する。 

 

【新設】 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

参考 

対象事業 

実 施 要 綱 対 象 事 業 

地域自主戦略交付金制度要綱 農業集落排水事業 

集落地域整備事業 

むらづくり総合整備事業 

地域用水環境整備事業 

中山間地域総合整備事業 

 

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実

施要綱 

ふるさと水と土ふれあい事業 

棚田地域等保全整備事業 
 

 



別　表 別　表

５　特認事業 特認事業

必要な事業

４　集落土地基盤整
備

ほ場整備その他農用

地の改良又は保全のため

必要な事業

３　集落農園基盤整
備

ほ場整備その他農用

地の改良又は保全のため

(10) 集落緑化施設整備

(9)　集落水辺環境整備

 　設整備

(8)　ライフライン収容施

 　整備

(7)　地域資源利活用基盤

(6)　集落防災安全施設整備

　 活性化施設等用地整備

(3)　農業集落排水施設整備 （平成１６年度までに
採択された地区につい
ては７０％以内）

　　３０％を超える増減

(5)　農業近代化施設・集落 　　又は廃止

２　農村生活環境基
盤整備

(1)　農業集落道整備 (1)  工事費 (4)　事業の内容の変更

(2)　営農飲雑用水施設整備 　　　　　６５％以内 　ア　工種別事業量の

(4)　農村公園緑地整備 　イ　工種の新設，変更

　　の流用

(5)　農用地の改良又は保全 　ア　区分間の経費の額

(4)　農用地開発 (3)　経費の配分の変更

(3)　農道整備 (2)　補助金の額の増減

(1)　事業主体の変更

整備事業

集落地域 １　農業生産基盤整
備

(1)　ほ場整備 (1)  工事費 地区ごとに次に掲げる変

(2)　農業用用排水施設整備 　　　　　７０％以内 更以外の変更

【削除】

　　新設，変更又は廃止

　イ　純工事費の工種の

　　える増減

　　事業量の３０％を超

　ア　純工事費の工種別

(3)　事業の内容の変更

(2)　補助金の額の増減

(1)　事業主体の変更

農業集落 農業集落排水施設整備

補　助　率 軽 微 な 変 更 事 業 名 区　　　分 工　　　　種 補　助　率

　　　　　５０％以内 更以外の変更

(1)　工事費 地区ごとに次に掲げる変

排水事業

事 業 名 区　　　分 工　　　　種

茨城県農村総合整備事業等補助金交付要項　（新旧対照表）

改　　　　　正　　　　　後 現　　　　　　　　　　行

軽 微 な 変 更

【削除】 【削除】

軽微な変更は，要項

第６条にて具体的に

記したため，別表よ

り削除。

農業集落排水事業は単独の要項へ移行したため，当要項からは削除。

集落地域整備事業は国の要綱改訂に伴い，実施可能な工種はすべてむ

らづくり総合整備事業に統合できるため削除。
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　　又は廃止

(3)　事業の内容の変更(4) 農地周辺環境整備

　イ　工種の新設，変更

(2)　補助金の額の増減

　　　　　８０％以内 (1)　事業主体の変更

　　施設等整備 　　３０％を超える増減

(5) ふれあい保全活動促進 　ア　工種別事業量の

水と土ふ (2) 土地改良施設周辺環境 間接補助事業費

ふるさと
1 保全整備事業

(1) 土地改良施設保全 (1) 工事費または

業 (3) 農地保全

特認事業

【削除】

(12) 交換分合

更以外の変更

れあい事 　　整備

地区ごとに次に掲げる変

(12) 交換分合

(11) 生態系保全施設等整備 (11) 生態系保全施設等整備

３ 特認事業 特認事業３ 特認事業

(10) 市民農園等整備(10) 市民農園等整備

(9)　情報基盤施設整備(9)　情報基盤施設整備

(8)　交流施設基盤整備(8)　交流施設基盤整備

(7)　集落環境管理施設整備(7)　集落環境管理施設整備

　　又は廃止

(6)  活性化施設整備(6)  活性化施設整備

(5)　用地整備(5)　用地整備

　イ　工種の新設，変更

(4)　農業集落防災安全施設

　　３０％を超える増減

(3)　農業集落排水施設整備

　　 整備　　 整備

　ア　工種別事業量の

(2)　営農飲雑用水施設整備 　　　　　７０％以内 (2)　営農飲雑用水施設整備 　　　　　７０％以内

工事費 ２　農村生活環境基
盤整備

(1)　農業集落道整備 (1)  工事費

(8)  農用地の改良又は保全 (4)　事業の内容の変更

２　農村生活環境
　　基盤整備

(1)　農業集落道整備

(8)  農用地の改良又は保全

(7)　暗きょ排水

(3)　農業集落排水施設整備

(4)　農業集落防災安全施設

　　分間の経費の額の流用

(6)　客土 　ア　補助率の異なる区

(7)　暗きょ排水

(3)　経費の配分の変更

(6)　客土

地区ごとに次に掲げる変

域総合整 (2)　農道整備 　　　　　７５％以内

(2)　補助金の額の増減

(5)　農地防災 (5)　農地防災

(4)　農用地開発

備事業 (3)　ほ場整備 (1)　事業主体の変更

(4)　農用地開発

中山間地 １　農業生産
　　基盤整備

(1)　農業用用排水施設整備 工事費 中山間地

　と認める施設整備

(7)　その他知事が特に必要

域総合整 (2)　農道整備 　　　　　７５％以内 更以外の変更

備事業 (3)　ほ場整備

１　農業生産基盤整
備

(1)　農業用用排水施設整備 (1)  工事費

　と認める施設整備

(6)　その他知事が特に必要

　ための施設整備　ための施設整備

(6)　地域用水機能増進の

　の施設整備

(5)　地域用水機能増進の

　　の施設整備

　な利用と保全を図るため　　な利用と保全を図るため

　施設整備

　用水を融通するための

　　施設整備

　　用水を融通するための

　③各水源間で相互に農業　③各水源間で相互に農業

　施設整備

　②緊急水源確保のための

　　施設整備

　②緊急水源確保のための

　ための施設整備　　ための施設整備

　①農業排水を再利用する

　以下の施設

　①農業排水を再利用する

　以下の施設

(4) 渇水時に必要となる 　　又は廃止

　イ　工種の新設，変更

(4) 渇水時に必要となる

　備

　容易にするための施設整 　　３０％を超える増減

　備

　容易にするための施設整

　消防水利又は生活水利を 　ア　工種別事業量の

(3)　事業の内容の変更

　消防水利又は生活水利を

(3) 地震等の災害発生時に

　設整備 (2)　補助金の額の増減

(3) 地震等の災害発生時に

　設整備

事業 (2) 生態系保全のための施 (1)　事業主体の変更

更以外の変更

事業 (2) 生態系保全のための施

　　　　　７０％以内 環境整備 　の施設整備 　　　　　７０％以内

(1)　親水・景観保全のため (1)  工事費 地区ごとに次に掲げる変

環境整備 　の施設整備

(1)　親水・景観保全のため 工事費 地域用水地域用水

④造成された施設の適切 ④造成された施設の適切

ふるさと水と土ふれあい事業は，国の実施要綱改訂に伴い棚田地域保

全整備事業に統合された。



茨城県農村総合整備事業等補助金交付要項　（新旧対照表）

改　　　　　正　　　　　後 現　　　　　　　　　　行

(12)　施設環境整備

【削除】 (15)　市町村創造型整備

(14)　集落土地基盤整備(14)　集落土地基盤整備

(12)　施設環境整備

   保全整備

(11)　情報基盤施設整備

   保全整備

(13)　歴史的土地改良施設

　イ　工種の新設，変更

(9)　地域農業活動拠点施

(8)   施設補強整備

(10)　集落農園整備

   設整備

　　又は廃止

   整備

(10)　集落農園整備

(9)　地域農業活動拠点施

(8)   施設補強整備

   設整備

(13)　歴史的土地改良施設

(11)　情報基盤施設整備

(7)   地域資源利活用施設 　ア　工種別事業量の

   全施設整備 (4)　事業の内容の変更

(7)   地域資源利活用施設

　　３０％を超える増減   整備

   全施設整備

(6)   自然環境・生態系保(6)   自然環境・生態系保

(5)　集落防災安全施設整備(5)　集落防災安全施設整備

(2)　営農飲雑用水施設整備 　　　　　６５％以内

(4)　農業施設等用地整備(4)　農業施設等用地整備

(1)　農業集落道整備

　　　　　６５％以内

(3)　農業集落排水施設整備 (3)　農業集落排水施設整備

(6)　農用地管理保全 　ア　区分間の経費の額

(1)　工事費

(2)　営農飲雑用水施設整備
２　農村生活環境
　　基盤整備

(1)　農業集落道整備 工事費 ２　農村生活環境基
盤整備

備事業 (3)　農道整備

(5)　農用地の改良又は保全 (3)　経費の配分の変更

(6)　農用地管理保全

(4)　農用地開発 (2)　補助金の額の増減

(5)　農用地の改良又は保全

　　の流用

むらづく １　農業生産
　　基盤整備

(1)　ほ場整備 工事費

(1)　事業主体の変更

(4)　農用地開発

備事業 (3)　農道整備

り総合整 (2)　農業用用排水施設整備 　　　　　７０％以内

むらづく １　農業生産基盤整
備

(1)　ほ場整備 (1)　工事費 地区ごとに次に掲げる変

り総合整 (2)　農業用用排水施設整備 　　　　　７０％以内 更以外の変更

(2) 交流施設整備 間接補助事業費 (4)　事業の内容の変更

　　又は廃止

　イ　工種の新設，変更

(3) 生活環境施設整備 　　　　　７０％以内

２　保全活動施設整
備

(1) 環境整備 (1) 工事費または 　　用

(2) 交流施設整備 間接補助事業費

　　３０％を超える増減

(3) 生活環境施設整備 　　　　　７０％以内 　ア　工種別事業量の

２　保全活動
　　施設整備

(1) 環境整備 工事費または

　ア　補助率の異なる区

(2) 土地改良施設整備

(3)　経費の配分の変更

(2)　補助金の額の増減

　　分間の経費の額の流

地区ごとに次に掲げる変

等保全整 間接補助事業費 等保全整 間接補助事業費

工事費または 棚田地域 １　農業生産基盤整
備

(1) 棚田等整備 (1) 工事費または棚田地域 １　農業生産
　　基盤整備

(1) 棚田等整備

　　　　　７５％以内 (1)　事業主体の変更

更以外の変更

備事業 (2) 土地改良施設整備 　　　　　７５％以内 備事業



様式（見え消し） 
 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

農林事務所長  殿 

 

 

                                                                市町村長  印 

 

 

年度      事業補助金交付申請書 

 

 

           年度において，下記のとおり             事業を実施したいので,

茨城県補助金交付規則第４条の規定により補助金       円の交付を申請する。 

 

 

記 

 

 
１ 事業の目的 

 

２ 収支予算書（別紙第１のとおり） 

 

３ 経費の配分及び事業計画の概要（別紙第２のとおり） 

 

４ 事業の完了予定        年  月  日 

 

５ その他参考となる書類   

  （間接補助事業の場合は，市町村の補助金交付に関する規定又は要綱等） 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

 

別紙第１ 

（農業集落排水事業，地域用水環境整備事業、農業集落排水事業の場合） 

 

収  支  予  算  書 

 

区分 事業費 国庫補助費 都道府県費 市町村費 
土地改良区 

その他 
備考 

 

 

工事費 

 

 

 

計 

 

 

 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙第１が２種類あるが， 
同内容のため 1 種類に統一した。 



様式（見え消し） 
 

 

別紙第１ 

（集落地域整備事業、中山間地域総合整備事業、ふるさと水と土ふれあい事業，棚田地域等保全整備事業，むらづくり総合整備事業の場合） 

 

収  支  予  算  書 

 

区分 事業費 国庫補助費 都道府県費 市町村費 
土地改良区 

その他 
備考 

 

農業生産基盤整備費 

工事費 

 

 

農村生活環境基盤整備費 

 工事費 

 

計 

 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

（記載要領） 

１ 別表に区分が掲げられている場合，区分毎に記載すること。工事費は別表に掲げられている区分毎に記載すること。 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

別紙第２ 

（農業集落排水事業のうち（旧農業集落排水資源循環統合補助事業実施要綱）に基づいて実施される事業，地域用水環境整備事業の場合） 

経 費 の 配 分 及 び 事 業 計 画 の 概 要 

事業名  
地区名 

（事業主体） 
 施工年度  

費目 工種 

総 量 前年度まで 本 年 度 翌年度以降 

備考 
事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 

国庫 

補助金 

国庫 

補助率 

国庫補助金以外の財源 

事業量 事業費 都道府

県費 

市町村

費 
その他 

 

 

 

 

  円  円  円 円 ％ 円 円 円  円  

計                

 

（記載要領） 

１ 費目欄には,工事費の純工事費，測量及び試験費,船舶及び機械器具費，用地費及び補償費，全体実施設計費，換地費を記載すること。 

２ 工種欄には,純工事費の工種の処理施設,管路施設等を記載すること。 

３ 事業量欄事業費欄には，該当する事業量及び事業費を記載すること。 

４ 国庫補助金以外の財源欄には,実質の負担区分に基づき記載すること。 

５ 備考欄には,該当年度の工事の着手及び完了の予定年月日並びに事業完了後の施設の予定管理者を記載するとともに，事業主体ごとに，消費税仕込控除税額について，これ

を減額した場合には「減額した金額」を，同税額がない場合には「該当なし」と，同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 

 

 

 

別紙第２が２種類あるが，

同内容のため 1 種類に統一

した。 



様式（見え消し） 
 

別紙第２ 

（農業集落排水事業のうち（旧村づくり交付金実施要綱）に基づき実施される事業，集落地域整備事業、中山間地域総合整備事業、ふるさと水と土ふれあい事業，棚田地域等

保全整備事業，むらづくり総合整備事業の場合） 

経 費 の 配 分 及 び 事 業 計 画 の 概 要 

事業名  
地区名 

（事業主体） 
 施工年度  

費目 工種 

総 量 前年度まで 本 年 度 翌年度以降 

備考 
事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 交付額 補助率 

地方公共団体等負担分 

事業量 事業費 都道府

県費 

市町村

費 
その他 

   円  円  円 円 ％ 円 円 円  円  

計                

注）添付書類 土地改良事業の受益地の転用に伴う補助金の返還措置について（昭和 44 年 5 月 24 日付け農地 A 第 826 号農林事務次官通達）に係る返還対象事業にあっては，

地区内における国庫補助金の振分けの基準を記載した書面（ただし，実績報告書提出時のみ添付すること。） 

 

（記載要領） 

１ 別表に区分が掲げられている場合，区分毎に記載すること。区分欄には,別表に掲げられている区分により記載すること。 

２ 費目欄には，区分毎に工事費の純工事費,測量及び試験費，船舶及び機械器具費，営繕費，用地費及び補償費，全体実施設計費，換地費を記載すること。 

３ 工種欄には,別表に掲げられている工種により記載すること。ただし，農業集落排水事業の場合は純工事費の工種の処理施設，管路施設等を記載すること。 

４ 事業量欄事業費欄には，該当する事業量及び事業費を記載すること。 

５ 国庫補助金以外の財源欄には，実質の負担区分に基づき記載すること。 

６ 備考欄には，当該年度の工事の着手及び完了の予定年月日並びに事業完了後の施設の予定管理者を記載するとともに，区分（事業主体）ごとに，消費税仕込控除税額につ

いて，これを減額した場合には「減額した金額」を，同税額がない場合には「該当なし」と，同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 

 



様式（見え消し） 
 

様式第２号（第４条関係） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

          市町村長  殿 

 

 

                                                                農林事務所長  印 

 

 

                        年度     事業補助金交付決定通知書 

 

 

年 月 日付け  第  号で申請のあった      事業補助金については，

茨城県補助金交付規則第５条の規定により，次のとおり交付することに決定したので，同規則

第７条の規定により通知する。 

 

 

                                           記 

 

 

１ 補助事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりとする。 

ただし，事業の内容が変更された場合における補助金の額については，別に通知するとろ

によるものとする。 

 

        補助事業に要する経費   一金      円也 

        補助金の額           一金            円也 

 

２ 補助事業の内容，経費の配分及びこの配分された経費に対応する補助金の額の区分は， 

請書に記載されたとおりとする。 

 

３ 補助条件 

（注）国の交付決定通知の写に掲げる補助条件を参照して適宜追加及び削除すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

【補助条件の記載例】 

（１）補助事業者は，茨城県補助金交付規則，茨城県農村総合整備事業費等補助金交付要項及

びこの補助金に関する国の要綱の規定に従わなければならない。 

（２）当該補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を補助事業終了の翌年

度から起算して５ヶ年間保存しなければならない。 

（３）当該事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに，補助金交付の目的に従ってその効率的

運用を図り，知事が別に定める期間内において，これを補助金交付の目的に反して使用し，

譲渡し，交換し，貸付又は担保に供しようとするときはあらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない。なお，当該期間内に承認を受けて当該財産を処分したことにより収入があ

った場合は，その収入の一部を知事に納付させることがある。 

（４）補助事業者は，当該補助事業が完了し又は中止若しくは廃止された場合において，当  

事業により取得した工事用材料その他の物件が残存するときは，品目，数量，金額及び処

分の方法を知事に報告してその支持を受けなければならないこと。 

（５）補助事業者は，受益地の全部又は一部が当該事業につき土地改良法（昭和２４年法律  

１９５号）第１１３条の２第２項の公告があった日（その公告において工事完了の日が示

されたときは，その示された日）の属する年度の翌年度から起算して８年以内に農地でな

くなった場合には，その転用の規模が小さいこと等の理由により知事が別に定める場合を

除き，補助金のうち別表の補助金の返還額算定方法の欄に掲げる方法により算定される額

（知事がこれより少ない金額を定めたときは，その定めた額）に相当する部分を知事に返

還しなければならないこと。 

（６）補助事業者は，当該事業につき土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条  

２第２項の公告のあった日（その公告において工事完了の日が示されたときは，その示さ

れた日）の属する年度の翌年度から起算して８年以内（土地改良法に基づかないで行われ

るものである場合は，当該事業に係る補助金の交付の最終年度の翌年度から起算して８年

以内）に昭和４５年７月４日付け４５農地Ａ第１０８６号農林事務次官通達（以下「次官

通達」という。）記の２の（１）に掲げる事由に該当した場合（知事が特にやむを得なと

認めた場合を除く。）には，補助金のうち，別表の補助金返還の算定方法の欄に掲げ方法

によって算出される金額に，次官通達記の２の（１）に掲げる事由に係るものの面を乗じ

て得た金額（受益地外の開田された土地に対して用水を使用させた場合にあっては当該か

んがい施設につき交付された補助金の額を受益地の面積で除して得た金額に当該用に係

る面積を乗じて得た金額）に相当する部分を知事に返還しなければならないこと。 

（７）間接補助事業にあっては，市町村が間接補助事業者に対し間接補助金の交付の決定を  

しようとするときは，前項各号の条件及び次に掲げる条件を付さなければならない。 

   ①工事に着手したときは，工事着手届を速やかに知事に提出すること。 

②知事は必要があると認めたときは，工事の施工部分を最小限度破壊して検査することが

できる。この場合において，間接補助事業者は，検査に要する費用及び検査の結果生じた

費用を知事に請求することはできない。 

 

  （注）別表に掲げられていない地区については，前記（５），（６）は削除する。 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

様式第３号（第５条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

      農林事務所長  殿 

 

 

                                                                     市町村長  印 

 

 

年度      事業変更承認申請書 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金交付決定通知のあった事業の実施について，別紙

理由書に記載した理由により経費の配分及び事業計画の概要を変更したいので，関係書類を添

えて申請する。 

 

 

（注）上記「関係書類」とは，この要項の別紙第１及び第２の様式に準じ，変更前と変更後を

比較対照できるように変更に係る部分についてのみ変更前を（ ）書きで上段に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

様式第４号（第７条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

農林事務所長  殿 

 

 

                                                                    市町村長  印 

 

 

                            工 事 着 手 届 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金交付決定の通知のあった事業については，下記

より  年 月 日工事に着手しました。 

 

 

                    記 

 

 

１ 地区名及び工事名 

 

２ 事業の施工方法（直営，請負の別） 

 

３ 契約方法   （一般競争，指名競争，随意契約等の別） 

 

４ 契約書の写  （契約条項を除く） 

（注）工事を分割して請負契約する場合は契約の都度，又調査等の委託契約についても提

出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

様式第５号（第８条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

農林事務所長  殿 

 

 

市町村長  印  

 

 

                        年度    事業遂行状況報告書 

 

 

年 月 日付け 第  号で補助金交付決定の通知があった事業の 年 月 日現在の

遂行状況について，茨城県補助金交付規則第１１条の規定により下記のとおり報告する。 

 

 

                                       記 

 

１ 事業遂行状況（別紙第３のとおり） 

 

２ 事業着手         年  月  日 

 

３ 事業完了予定       年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

別紙第３ 

事 業 等 遂 行 状 況 

 

１ 収支状況 

（１）収入の部                          （２）支出の部 

区 分 予算額 収入済額 収入未済額 備 考 

 円 円 円  

 

 

２ 事業別状況 

 

 

 

 

 

 

区 分 予算額 収入済額 収入未済額 備 考 

 円 円 円  

地区名 費 目 

実施計画 出来高 進捗率 

（B） 

（A） 

備 考 

事業費（A） 補助金 事業費（B） 補助金 

  円 円 円 円 ％  



様式（見え消し） 
 

様式第６号（第９条関係） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

農林事務所長   殿 

 

 

                                                               市町村長    印 

 

 

年度        事業実績報告書 

 

 

年 月 日付け  第  号で補助金交付決定の通知のあったこのことについ

て，下記のとおり事業を実施したので茨城県補助金交付規則第 13 条の規定により報告する。 

 

 

                                          記 

 

 

１ 事業の目的 

 

２ 収支精算（別紙第４のとおり） 

 

３ 補助事業の成果（別紙第２，第５，第６及び第７のとおり） 

 

（注）１ 前年度から繰越した分にあっては繰越分として別に作成のうえ提出する。 

２ 記の３の事業の成果は，申請書と実績報告の経費の配分及び事業計画の概要が比較

対照できるよう申請書の内容を上段に（ ）書きで記入すること。 

なお，翌年度への繰越額がある場合は，中段に《 》書きで繰越分を記入し，年度

内施行分を最下段裸書きで記入すること。 

３ 補助事業の成果は，該当がないものについては添付しなくてもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

別紙第４ 

（農業集落排水事業，地域用水環境整備事業、農業集落排水事業の場合） 

 

収 支 精 算 書 

 

区分 事業費 国庫補助費 都道府県費 市町村費 
土地改良区 

その他 
備考 

 

工事費 

 

 

 

計 

 

円 円 円 円 円  

 上段（）書きは予算額，下段は精算額である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙第４が２種類あるが， 
同内容のため 1 種類に統一した。 



様式（見え消し） 
 

別紙第４ 

（集落地域整備事業、中山間地域総合整備事業、ふるさと水と土ふれあい事業，棚田地域等保全整備事業，むらづくり総合整備事業の場合） 

 

収 支 精 算 書 

 

区分 事業費 国庫補助費 都道府県費 市町村費 
土地改良区 

その他 
備考 

 

農業生産基盤整備費 

工事費 

 

農村生活環境基盤整備 

工事費 

 

 

計 

円 円 円 円 円  

 上段（）書きは予算額，下段は精算額である。 

 

（記載要領） 

１ 別表に区分が掲げられている場合，区分毎に記載すること。工事費は別表に掲げられている区分毎に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

別紙第５ 

 

請 負 及 び 竣 工 検 査 調 書 

地区名 区分 施工箇所 
構造又は

工法 
事業量 設計金額 請負金額 請負人氏名 

着工現月日 

竣工年月日 

竣工検査 

契約方法 備考 
検査年月日 

検査責任者 

職氏名 

             

 

（注）１ 請負契約書に基づき一契約ごとに記載すること。 

   ２ 請負契約に変更があったときは,設計金額及び請負金額の欄に当該年度の最後の設計金額及びこれに対する請負金額を下段に記載し,当初の設計金額及びこれに対す

る請負金額を（）書きで上段に記載すること。 

   ３ 随意契約の場合は,備考欄にその理由を記載すること。 

   ４ 間接補助事業にあっては,地区名の下に（）書きで事業主体名を記入すること。 

   ５ 構造又は工法欄には,コンクリートダム，コンクリート三面張水路，Ｕ字フリューム水路，アスファルト舗装道路等工種に見合う構造又は工法を記載すること。 

 



様式（見え消し） 
 

別紙第６ 

 

残 材 料 調 書 

地区名 名称 計上寸法 数量 単価 金額 
検収又は 

取得年月日 
備考 

     

円 

 

円 

  

（注）間接補助事業にあっては,地区名の下に（）書きで事業主体を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

別紙第７ 

財産管理台帳（令第 13 条第１号から３号までの財産,要綱第○○の財産） 

事業名 地区名 事業主体 名称 計上寸法 数量 単価 取得金額 
検収又は 

取得年月日 

処分制限期間 処分の状況  備考 

耐用 

年数 

処分制限 

年月日 

処分の 

種別 

処分の 

年月日 

補助金 

返還額 
 

               

 

（注）１ 表題中の○には各事業の国の補助金交付要綱で農林水産大臣が定める財産について規定している各項名を記載すること。 

   ２ 数年にわたって施工する施設については，完成した年度で記載するものとし，備考欄に施工期間を記載すること。 

   ３ 備考欄には,当該事業に係る補助率等を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

様式第７号（第９条第３項） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

        農林事務所長 殿 

 

 

市町村長 印 

 

 

仕入に係る消費税等相当額報告書 

 

 

平成  年  月  日付け   第   号により交付決定通知があった平成  年度 

事業補助金については，茨城県農村総合整備事業費等補助金交付要項第９条第３の規定

に基づき，下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

  

１ 茨城県補助金等交付規則第１４条に基づく確定額         円 

（平成  年  月  日付け  第  号による額の確定通知額） 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額       円 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により 

  確定した仕入に係る消費税等相当額               円 

 

 

４ 補助金返還相当額（３－２）                                  円 

 

 

 

 

 

（注）その他参考となる資料を添付すること。 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

様式第８号（第 10 条関係） 

 

番     号 

平成  年  月  日 

 

市 町 村 長 殿 

 

農林事務所長  

 

補助金の額の確定について 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で交付した，平成  年度   事業補助金

の額は，交付決定額のとおり         円と確定したから通知する。 

 

記 

 

１ 地区名等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

様式第９号（第 11 条第２項） 

 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

        農林事務所長 殿 

 

 

市町村長  印 

 

 

 年度     事業概算払申請書 

 

 

     年  月  日付け     号で交付決定となったこの事業について 

  下記の事由により概算払いを請求します。 

 

 

                                          記 

 

 

１．概算払いの事由  

 

 

２．請求金額                                                 （単位：円）  

地区名 
補助金交付 

決定額（A） 
既受領額（B） 今回請求額（C） 

割合 

(B+C)/A 
備考 

 

○○○ 

 

△△△ 

 

計 

    

 

 

 

 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式（見え消し） 
 

参  考 

 

 

対象事業 

 

実 施 要 綱 対 象 事 業 

農山漁村地域整備交付金 農業集落排水事業 

集落地域整備事業 

むらづくり総合整備事業 

地域用水環境整備事業 

中山間地域総合整備事業 

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実

施要綱 

ふるさと水と土ふれあい事業 

棚田地域等保全整備事業 

 

 

様  式 

 様式第１号（第３条関係）        事業補助金交付申請書 

 様式第２号（第４条関係）    事業補助金交付決定通知書 

  様式第３号（第５条関係）    事業変更承認申請書 

 様式第４号（第７条関係）        工事着手届 

 様式第５号（第８条関係）        事業遂行状況報告 

 様式第６号（第９条関係）        事業実績報告書 

 様式第７号（第９条第３項）   仕入に係る消費税等相当額報告書 

 様式第８号（第 10 条関係）    補助金の額の確定について 

 様式第９号（第 11 条第２項）    事業概算払申請書 

 

別紙様式 

別紙第１ 収支予算書 

別紙第２ 経費の配分及び事業計画の概要   

別紙第３  事業遂行状況 

別紙第４  収支精算書 

別紙第５ 請負及び竣工検査調書 

別紙第６ 残材料調書 

別紙第７  財産管理台帳 

 

 

 


